
平成19年度　事務事業評価結果一覧（平成18年度事業、平成19年度新規事業）
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地球温暖化の防止 1 省エネルギーの推進 太陽光発電システム設置補助 41,000 11,349 継続
県補助金が廃止された場合、本市の補
助制度を見直す必要がある。

環境課 妥当
県の補助制度が廃止された場合を想
定し、市の補助制度やそれに代わる
手法について検討が必要である。

循環型社会の構築 2
ごみの減量とリサイクルの
推進

生ごみ処理容器等設置補助（購入価
格の1/2以内、1個につき上限3,000
円、1世帯2個まで）

1,800 265 拡大
電気式生ごみ処理機の普及を促進
するため、補助金上限額を拡大す
る。

クリーン課 妥当
限度額を拡大した場合の需要予測と
他市の例も参考にし、金額を決定す
る必要がある。

循環型社会の構築 3
塵芥・資源・し尿収集車の
更新

廃棄物収集運搬車購入基本計画に
基づき、塵芥収集車、し尿収集車等
の適正な更新

102,000 30,083 継続
業務委託等の手法によって、更新内容
を検討する。

クリーン課 妥当
民間委託による収集体制の変化に応
じた必要最小限の更新とすること。

自然環境の保全と活
用

4
土器川生物公園ゲートプ
ラザの整備

駐車場の造成工事 36,000 0 継続 河川公園課 妥当
市民のニーズを踏まえた整備が必要
である。

自然環境の保全と活
用

5 里山の整備＜H19新規＞
飯野山野外活動センターの整備（トイ
レの整備、研修棟などの検討）

21,000 - 継続
研修棟の改修の是非について検討す
る。

生涯学習課 妥当
市民のニーズを踏まえた整備が必要
である。

自然環境の保全と活
用

6 松くい虫の防除
松林の保全のため、薬剤散布・伐倒
駆除（青ノ山地区、綾歌地区）

25,000 8,755 継続
より効果的な防除薬剤の選定と、散布エ
リアの検討により、コスト削減の余地が
ある。

農林水産課 妥当

歴史的景観の保全 7 伝統的まち並の保存
伝統的建造物の保存修理、笠島まち
並み保存センター等施設の管理・活
用

82,000 28,599
手法等の
改善

建造物の修理・修景の年間事業量を
縮小し、ソフト事業を推進する。

文化課 妥当
ソフト事業の推進にあたり、具体的な
手法を検討すること。

文化財の保護 8 埋蔵文化財の発掘調査
中の池遺跡の保存処理、その他市内
遺跡の発掘調査

48,000 4,745 継続 文化課 再検討
現在実施している箇所や、開発に伴
う調査など、必要箇所を除いては、着
手について再検討を要す。

文化財の保護 9 史跡の保存整備
西長尾城跡の調査、丸亀城跡石垣修
理など

128,000 19,969 継続
清掃等維持管理については、ボランティ
ア団体等との協働で実施できる手法を
検討する必要がある。

文化課 再検討
現在実施している箇所を除いては、
着手について再検討を要す。

文化財の保護 10 指定文化財の保存整備
指定文化財（肖像画、随身像等）の保
存・修理

4,800 788 継続 文化課 妥当

適正な土地利用と市
街地の整備

11
良好な景観の形成＜H19
新規＞

景観計画の策定 7,100 - 継続 都市計画課 妥当
景観計画を早期に策定する必要があ
る。

適正な土地利用と市
街地の整備

12
中心市街地の活性化＜
H19新規＞

高齢者向け有料賃貸住宅補助制度
の創設、街なか促進方策の検討

60,200 - 継続 都市計画課 妥当
高齢者への対応策や、定住促進によ
る中心部再生への取組は重要であ
る。

住宅・住空間の整備 13 土地区画整理
区画整理事業に対する助成（北岡北
地区、島田北地区）

73,000 2,961 継続
保留地の売却が予定通り進んでいな
い。

都市計画課 妥当 事業を早期に完了すること。

住宅・住空間の整備 14 市営住宅の改修
外壁、屋上防水シート等の改修（原田
団地、外浜団地等）

218,000 65,294 継続 住宅課 妥当

住宅・住空間の整備 15
市営住宅用火災警報器の
設置＜H19新規＞

市営住宅課各戸に火災警報器を設置
（平成22年度完了予定）

29,000 - 継続 住宅課 妥当 事業を早期に完了すること。

公園の整備 16
緑の基本計画の策定＜
H19新規＞

現況調査、計画書作成 11,000 - 継続 河川公園課 妥当
詳細な現況調査、施策進捗の判断材
料となる有効な指標の設定が必要で
ある。

公共交通の整備 17 コミュニティバスの運行
旧丸亀市内（3路線）、綾歌地区（2路
線）、飯山地区（2路線）、綾歌・飯山・
市街地・宇多津駅（1路線）

387,000 121,393
手法等の
改善

運行ルートの見直しを行う。（平成19
年10月めど）

生活課 妥当
運行ルートごとの利用者数などを十
分に調査し、ルート・便数を決定する
こと。

公共交通の整備 18 離島航路の確保
離島航路確保のため、運行事業者に
対する助成（丸亀～本島、丸亀～手
島、本島～児島）

354,000 59,582 縮小
本島～児島航路を廃止の方向で検
討する。

本島汽船と備讃フェリーの統合を働きか
ける。

生活課 妥当
本島～児島航路を廃止した場合の利
用者への影響などを十分に調査する
必要がある。

道路の整備 19
丸亀駅周辺歩行空間のバ
リアフリー化

丸亀駅を中心とした重点整備地区内
の道路のバリアフリー化

74,000 40,000 縮小 整備計画路線を縮小する。 建設課 妥当
整備路線を厳選し、優先順位を明確
にしたうえで実施する必要がある。
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道路の整備 20 都市計画道路の整備 中津土器線（さぬき浜街道） 1,190,000 220,000
手法等の
改善

利用する補助制度を「街路事業」か
ら「まちづくり交付金事業」に変更す
る。

建設課 妥当
「まちづくり交付金」の活用は、他事
業と一体的に整備できる点において
も有効である。

道路の整備 21 市道幹線道路の整備 馬指原線、次見水掛線 210,000 40,000 継続 建設課 再検討
現在整備中の路線を除いては、着工
時期等について再検討を要す。

道路の整備 22 生活道路の整備 生活道路の拡幅、交差点改良 210,000 93,000 継続 建設課 妥当
県補助制度の活用を原則とし、市単
独事業については、精査が必要であ
る。

上水道の整備 23 老朽管の整備
必要管経の見直し、老朽管の布設替
え

63,000 12,453 継続 工務課 妥当

上水道の整備 24 石綿管の更新 石綿管の布設替え 127,000 46,878
事業期間
の変更

国庫補助の期限に合せ、前倒しで整
備する。（23年度完了予定）

工務課 妥当

生活排水処理施設の
整備

25 公共下水道の整備 汚水管の整備 771,000 728,673
手法等の
改善

受益者負担金の見直しを行う。 工務課 妥当
受益者負担金の見直し案を早期に作
成すること。

生活排水処理施設の
整備

26
浄化センター施設の再構
築整備

浄化センター施設の機能診断、更新 149,000 153,817 継続 施設管理課 妥当

生活排水処理施設の
整備

27
ポンプ場施設の再構築整
備

ポンプ場施設の機能診断、更新 441,000 10,000 継続 施設管理課 妥当

生活排水処理施設の
整備

28
合併処理浄化槽設置の促
進

合併処理浄化槽設置補助（標準工事
費の約4割を国・県・市が1/3ずつ補
助）

477,000 156,951 継続
補助金額については、国・県の動向に留
意しながら検討する必要がある。

営業課 妥当

農林水産業の振興 29
丸亀農業振興地域整備計
画の見直し＜H19新規＞

市民意向調査、計画書作成 12,000 - 継続 農林水産課 妥当

農林水産業の振興 30 米の生産調整推進対策 目標数量に沿った米の生産調整 2,700 3,782
手法等の
改善

市主導を改め、JAが主体となって活
動し、市はそれを支援するよう改め
る。

農林水産課 妥当
事業が円滑に行えるように、JA等に
指導し、行政との役割分担を明確に
しておくこと。

農林水産業の振興 31 担い手経営の活性化
認定農業者等経営支援、集落営農の
推進

3,000 716 継続 農林水産課 妥当

農林水産業の振興 32 中山間地域等の助成
農業生産条件の不利な地域に対する
助成（綾歌町大原地区、牛島小浦地
区）

9,000 2,772 継続 農林水産課 妥当

農林水産業の振興 33 林道の整備 畦田金剛院線の整備 60,000 24,000
コストの
削減

道路の平面線形を一部見直し、コス
ト削減を図る。

森林保全活動において、ボランティア団
体との協働で実施できる手法を検討す
る必要がある。

農林水産課 妥当
整備後の維持管理については、整備
段階から検討しておく必要がある。

農林水産業の振興 34 水産資源の振興
水産資源の繁殖保護のための稚魚
の放流

12,000 4,400 継続 農林水産課 妥当

農林水産業の振興 35
土地改良施設の維持管理
適正化

老朽化した土地改良施設の補修に対
する事業費負担

6,500 1,935 継続 土地改良課 妥当

農林水産業の振興 36
農地・水・環境保全向上対
策＜H19新規＞

遊休農地の把握、土地改良施設の点
検・管理、景観作物の植栽等に対す
る助成・指導

24,000 - 継続
旧丸亀地区の活動組織が少ないため、
今後組織の育成に努める必要がある。

土地改良課 妥当

商工業と観光の振興 37
街なかの活性化とにぎわ
いづくり＜H19新規＞

スペース１１４運営事業に対する助成 7,000 - 継続 商工観光課 妥当
スペース114運営事業については、
早期に自立運営できるように指導し
ていく必要がある。

商工業と観光の振興 38
地域経済の振興と雇用機
会の拡大

融資制度による中小企業支援、パー
トバンク・高齢者職業相談などの雇用
対策

48,000 7,460 継続 商工観光課 妥当

商工業と観光の振興 39
地域資源を活かした観光
の振興（各種イベント事業
及び観光対策）

イベント事業等を通じてまちのPR、観
光の振興

108,000 35,980 継続 商工観光課 妥当
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建物の耐震化の推進 40 小学校施設の耐震改修
耐震診断、改修工事（校舎、体育館
等）

1,431,000 275,685 継続 （教）総務課 妥当

建物の耐震化の推進 41 中学校施設の耐震改修
耐震診断、改修工事（校舎、体育館
等）

263,000 2,079 継続 （教）総務課 妥当

建物の耐震化の推進 42
保育所施設の耐震改修＜
H19新規＞

園舎の耐震診断、改修工事 184,000 - 継続 児童課 妥当

建物の耐震化の推進 43 市民体育館の耐震改修 市民体育館の耐震補強工事 77,000 3,990 継続 生涯学習課 妥当

港湾施設の耐震化と
高潮対策

44 浸水危険箇所の高潮対策
高潮浸水被害が発生した地域を中心
に防護施設の整備

35,000 9,589 継続 建設課 妥当
緊急性の高い箇所を特定しながらの
整備が必要である。

港湾施設の耐震化と
高潮対策

45 里浦港の改修
里浦港内の波高を減じるため、防波
堤の整備

100,000 80,000 継続 建設課 妥当

河川、排水路、急傾斜
地等の改修

46 排水路・排水施設の改修 排水ポンプ場、排水路の改修 36,000 15,402 継続 河川公園課 妥当

河川、排水路、急傾斜
地等の改修

47 砂防改修 流路工、急傾斜地の整備 54,000 3,105 継続 河川公園課 妥当

消防・防災体制の整
備

48 消防庁舎の新築
消防本部及び北消防署、消防隊員・
消防団員訓練所等の整備

3,238,000 62,860 継続
大手業者多数の指名停止により、発注
状況によっては、事業期間の変更が必
要となる。

（消）総務課 妥当
消防庁舎の工事に遅れが生じている
が、できるだけ早期着工を目指す必
要がある。

消防・防災体制の整
備

49 消防団屯所の整備 消防団屯所の移転や建替え 54,000 26,654 継続 （消）総務課 妥当

消防・防災体制の整
備

50
綾歌町・飯山町の消火栓
整備＜H19新規＞

綾歌町・飯山町消火栓の改良及び拡
張

240,000 - 継続 防災課 妥当

消防・防災体制の整
備

51 消防車両の配備及び更新 消防署・消防団消防車両の更新 382,000 47,328
手法等の
改善

新たに「緊急消防援助隊設備整備
補助金」制度を活用する。

（消）総務課 妥当
既存の補助制度が活用できる手法を
検討しながら進めること。

消防・防災体制の整
備

52 耐震性防火水槽の整備
各小学校区（避難所）に耐震性防火
水槽を設置

65,000 19,100
手法等の
改善

新たに「まちづくり交付金」を活用す
る。

防災課 妥当
既存の補助制度が活用できる手法を
検討しながら進めること。

消防・防災体制の整
備

53 防災行政無線施設の整備
既存システムのデジタル化、各種災
害情報伝達システムの導入

418,000 840 継続 庶務課 妥当
消防庁舎と一体的に整備する必要が
あるため、関係部署と協議しながら進
めること。

消防・防災体制の整
備

54 救援物資の備蓄推進
非常食・保存水・毛布などの備蓄、医
薬品の備蓄協定

2,700 2,983
手法等の
改善

備蓄物資の安定供給のため、民間
スーパー等との協定等を進める。

庶務課 妥当

救急・救命体制の強
化

55 救急隊員の資質向上
救急救命士の養成（研修所への入
校）

15,000 4,987 継続 防災課 妥当

救急・救命体制の強
化

56 応急手当の普及、啓発 AEDを用いた救命講習等の開催 0 0 継続 防災課 妥当
あらゆる市民が参加できるような工
夫が必要である。

防犯対策の推進 57 地域防犯活動の推進 防犯教室、防犯パトロール等 15,000 6,251 継続 生活課 妥当
地域での自主的活動につながるよう
に、具体的な指導が必要である。

消費者保護対策の推
進

58 消費者モニターの推進
消費者モニターを各地域のリーダーと
して、消費生活に関する啓発活動等
（消費生活セミナー等）

1,200 260 継続
すでに同様の活動をしている団体があ
り、モニターの任期終了をめどに、団体
活動への移行を検討する。

生活課 妥当
市民団体との協働を検討すること
は、消費者保護対策の浸透という点
で有効である。

交通安全対策の推進 59 交通安全教育の推進 交通安全教室、キャンペーン 36,000 13,000 継続 生活課 妥当
地域、警察、行政の連携が特に重要
である。
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高齢者福祉の充実 60 介護予防の推進
介護予防サービス（転倒骨折予防、
認知症予防、外出・地域活動支援等）

241,000 4,108 継続
健康課（地域の保健師）との連携が必要
である。

介護支援課 妥当

高齢者福祉の充実 61 高齢者の包括的支援
介護予防事業のマネジメント、総合相
談・支援、虐待の早期発見・防止等

130,000 6,855 継続
健康課及び福祉課との連携が必要であ
る。

介護支援課 妥当

高齢者福祉の充実 62 地域支え合い事業の推進
デイサービス、ホームヘルプサービ
ス、ショートステイ等

289,000 89,128 継続
地域包括支援センターと重複する事業
について、統合を検討する。

福祉課 妥当

高齢者福祉の充実 63
老人介護支援センター事
業の推進

老人介護支援センターによる在宅介
護についての総合的な相談業務

24,000 7,500 継続
地域包括支援センターとの連携により、
業務効率の向上を図る必要がある。

福祉課 妥当

高齢者福祉の充実 64 介護用品等の購入助成
在宅の寝たきりの高齢者等介護者に
対する介護用品等の購入助成

57,000 16,440 継続 福祉課 妥当

高齢者福祉の充実 65
綾歌健康づくりふれあい
センター事業の推進

綾歌健康づくりふれあいセンター（湯
舟道）の管理運営

20,000 7,920 継続 福祉課 妥当

高齢者福祉の充実 66 老人保護措置
居宅での養護が困難な高齢者に対
し、養護老人ホーム等への入所措置

594,000 164,579 継続 福祉課 妥当

高齢者福祉の充実 67 敬老事業の推進 敬老会の開催、敬老祝金の支給 179,000 48,370 継続 福祉課 妥当

高齢者福祉の充実 68 高年齢就業機会の確保 シルバー人材センター運営補助 75,000 23,840 継続 福祉課 妥当

高齢者福祉の充実 69 老人クラブ運営補助 老人クラブ連合会への活動助成 33,000 10,974 継続 福祉課 妥当

障害者福祉の充実 70 障害者の自立支援給付 障害者に対し自立支援給付金の支給 2,005,000 524,108 継続 福祉課 妥当

障害者福祉の充実 71 障害者の地域生活支援
障害者に対する移動支援・相談業務
等

452,000 64,584 継続 福祉課 妥当

地域福祉の充実 72
福祉保健推進委員制度の
充実

福祉保健推進委員の委嘱、コミュニ
ティ単位での研修

1,300 10 継続
自治会加入率の低下に伴い、未加入者
への見守り・声かけが困難な状況であ
る。

福祉課 妥当
コミュニティでの研修などを通じて、福
祉推進委員制度を市民生活に浸透さ
せる必要

地域保健の充実 73 健康診査（母子保健） 妊婦・乳児等の健康診査 123,000 35,005
手法等の
改善

高度な判断が要求される3歳児以上
の検診については、小児専門医へ
の委託を検討する必要がある。

健康課 再検討
小児専門医院への委託については、
市民の利便性、費用対効果について
精査する必要がある。

地域保健の充実 74 健康診査（老人保健）
40歳以上を対象に基本健康診査、が
ん検診

786,000 226,602 継続 健康課 妥当

地域保健の充実 75
健康相談・健康教育（母子
保健）

新生児・乳児訪問、専門スタッフによ
る相談、母子愛育班への活動助成

27,000 6,757 継続
母子愛育班の加入率が低下しており、
今後の方向性についての検討する。

健康課 妥当

地域保健の充実 76
健康相談・健康教育（老人
保健）

40歳以上を対象に健康講座、個別健
康教育、食生活改善推進員の育成等

33,000 11,824 継続 健康課 妥当

人権尊重社会の実現 77 人権擁護活動の推進 人権相談、人権擁護活動等 2,100 648 継続
人権相談をできるだけ市民が多く集まる
場所で行うよう検討する。

人権課 妥当

人権尊重社会の実現 78
人権・同和問題の早期解
決

隣保館・児童館の管理・運営、あらゆ
る差別事象に対する取組等

153,000 37,972
コストの
削減

隣保館の土曜日開館業務委託を廃
止の方向で検討する。

今後の土曜日開館業務の扱い、手法等
については、地元協議が必要である。

人権課 妥当
関係者と十分協議しながら進めるこ
と。

人権尊重社会の実現 79 人権啓発の推進
講演会・指導者養成講座の開催、看
板・のぼりなどによる啓発等

21,000 5,873 継続 人権課 妥当
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男女共同参画社会の
実現

80 男女の対等な参画の推進 政策決定過程への女性登用の促進 1,500 274 継続 企画課 妥当
審議会等への女性登用に関し、審議
会担当部局との協議、ヒアリングを実
施する必要がある。

男女共同参画社会の
実現

81 男女共同参画の啓発 条例の制定、各種啓発事業の実施 6,000 1,408 継続 企画課 妥当

子どもの感性の育成 82 子ども読書活動の推進
児童図書の購入、子どもを対象とした
行事や講座

21,000 7,950 継続 図書館 妥当

子どもの感性の育成 83 ブックスタート事業
絵本を手渡して、乳児への読み聞か
せ

2,400 804 継続 図書館 妥当

子どもの感性の育成 84 芸術鑑賞教室の実施
小中学校対象に邦楽・洋楽・展覧会
鑑賞教室の実施

9,000 2,249 継続 文化課 妥当

子どもの感性の育成 85 少年教育の推進
親子・世代間交流が図れる行事開催
への支援、保護者を対象とした研修
会の開催

9,000 2,755 継続
子ども会加入率の向上とコミュニティ、他
団体の行事との連携が必要である。

生涯学習課 妥当
子ども会加入率向上に向けて、世代
間交流行事や指導者育成が特に重
要である。

学校教育の充実 86 小学校施設の増改築
老朽化の度合い、教室不足に併せた
施設の増改築

531,000 13,945 継続 （教）総務課 妥当

学校教育の充実 87 中学校施設の増改築
老朽化の度合い、教室不足に併せた
施設の増改築

2,623,000 6,962 継続 （教）総務課 妥当

学校教育の充実 88
学校給食センターの統合・
新築・改修＜H19新規＞

中央・綾歌を統合して給食センターの
新築、配送先の再編成

2,171,000 - 継続
学校給食セ
ンター

妥当
食材の安全性の確保、民間活用によ
る業務の効率化を図る必要がある。

学校教育の充実 89
丸亀っ子の食育推進＜
H19新規＞

朝食指導、クッキング教室、地産地消
の推進

1,400 - 継続
学校給食セ
ンター

妥当

学校教育の充実 90 小中学校の学力調査
小学生（３～６年）・中学生（１、２年）を
対象に学力調査

14,000 4,071 継続 学校教育課 妥当

子育て支援の推進 91
地域子育て支援センター
事業・つどいの広場の充
実

子育てサークル・ボランティアの育
成、講座・研修会の開催等

119,000 55,620 継続
保育所の民営化に併せて実施数の増加
を図る必要がある。

児童課 妥当

子育て支援の推進 92 延長保育の推進 保育時間の延長 147,000 4,360 継続
飯山２園については、廃止の方向で検
討し、新たな私立保育園での実施を図る
必要がある。

児童課 妥当

子育て支援の推進 93 一時・特定保育の推進
就労の一時的な変更や傷病等の際
の受入（一時保育）、週2～3日必要に
応じた受入（特定保育）

47,000 11,404 継続
保育所の民営化に併せて実施数の増加
を図る必要がある。

児童課 妥当

子育て支援の推進 94 休日保育の推進 日・祝日等の受入 4,600 693 継続
保育所の民営化に併せて実施数の増加
を図る必要がある。

児童課 妥当

子育て支援の推進 95 放課後子どもプラン
放課後の預かり保育（放課後児童ク
ラブ）の実施、放課後子ども教室の検
討

235,000 65,061 継続
新たな教室の確保と保育料の検討が必
要である。

生涯学習課 妥当
利用者負担について、他市とも比較
しながら、今後検討する必要がある。

子育て支援の推進 96 家庭教育の充実 子育て講座等の開催 1,200 120 継続 生涯学習課 妥当

芸術・文化活動等の
推進

97 市民文化活動等の推進
芸術文化活動団体の育成・支援、自
主的文化活動の促進

18,000 4,478 継続 文化課 妥当
各種事業補助金については、実情に
応じた金額となるよう、今後も精査す
る必要がある。

芸術・文化活動等の
推進

98
芸術・文化施設の整備と
活用

美術館・市民会館・綾歌総合文化会
館を活用した自主文化活動の促進

646,000 240,119 継続 文化課 妥当

芸術・文化活動等の
推進

99 市民講座
講師を招いての講座等（市民学級、
高齢者大学、子ども講座）

24,000 8,655
手法等の
改善

・自主運営クラブへの移行を図る。
・市民企画の講座を開設する。

生涯学習課 妥当
自主運営クラブへの転換は、文化活
動の活性化において有効である。
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芸術・文化活動等の
推進

100 市民読書活動の推進 図書館の蔵書の整理・充実 54,000 15,900 継続
資料の整理等については、さらにボラン
ティアの協力が得られるよう進める。

図書館 妥当

国際交流の推進 101 都市交流の推進
海外都市交流（中学生を張家港市へ
派遣・受入、サンセバスティアン市へ
派遣）

10,000 2,062
事業対象
の変更

事業対象を中学２・３年生から全学
年へと拡大する。

参加者が減少傾向にあるため、参加者
の増加を図る必要がある。

秘書広報課 妥当
対象範囲を広げることは、妥当であ
る。

国際交流の推進 102 外国人受入環境の整備
生活情報の提供、生活に関する研修
会の開催

9,000 3,000 継続
ボランティア、NPO法人等との協働につ
いて検討する。

秘書広報課 妥当

スポーツ・レクリエーショ
ン活動の振興

103 総合運動公園の整備 多目的広場の整備 372,000 161,941
事業期間
の変更

多目的広場の整備速度をやや緩
め、平成２２年度まで延長する。

野球場建設予定地に未買収地があり、
買収に相当時間を要す。

河川公園課 再検討
多目的広場は現在施工中であり、計
画通り進めて早期供用開始を目指す
べきではないか。

スポーツ・レクリエーショ
ン活動の振興

104
香川丸亀ハーフマラソン
大会

香川丸亀ハーフマラソン大会の開催 21,000 7,000 継続

・運営にあたって、県・市・関係団体の適
正な役割分担が必要である。
・学生、ボランティアとの協働を検討す
る

生涯学習課 妥当

スポーツ・レクリエーショ
ン活動の振興

105 生涯スポーツの推進
市民体育祭等の開催、少年スポーツ
活動の育成、学校体育施設の開放等

39,000 13,028 継続 生涯学習課 妥当

情報の発信と地域情
報化の推進

106 広報紙の充実 広報紙の作成、配布 78,000 27,437
手法等の
改善

・配布委託をコミュニティやNPO法人
等に広げる。
・有料広告の単価・枠数を見直す。

秘書広報課 妥当
配布の一部をコミュニティ等に委託す
ることは、地域還元、協働の観点から
も有効である。

情報の発信と地域情
報化の推進

107 ホームページの充実 ホームページの活用 12,000 3,266 継続
更新コスト等ができるだけ削減できるよ
うに、効率的なシステムへの改良を検討
する。

秘書広報課 妥当

情報の発信と地域情
報化の推進

108
ケーブルテレビの加入促
進

ケーブルテレビへの加入促進 0 0 継続 企画課 妥当

市民参画の促進 109 市民意見の聴取
タウンミーティング（市長と語る会）、
パブリックコメント、市民アンケート調
査、ワークショップ等の実施

1,200 261 継続
市民が参加しやすいように、開催方法等
については、継続して検討していく必要
がある。

秘書広報課 妥当
できるだけ多くの市民が参加し、率直
な意見交換ができる工夫が必要であ
る。

市民活動団体の支
援・充実

110
市民活動支援センターの
設置＜H19新規＞

市民団体及び人材の育成、支援セン
ターの設置

4,500 - 継続 生活課 妥当

市民活動団体の支
援・充実

111
市民活動団体ネットワーク
の構築＜H19新規＞

ネットワークの構築、市民活動団体の
支援

900 - 継続 生活課 妥当

協働事業の推進 112 協働事業の実施 提案公募型協働事業の実施 11,000 1,013 継続 生活課 妥当
協働促進事業については、市の各部
署が業務を点検し、行政からのアプ
ローチが必要である。

コミュニティ活動の活
性化

113
コミュニティセンター施設
の整備

施設の増改築・建替等 433,000 90,034
手法等の
改善

城乾コミュニティセンターの整備につ
いて、「まちづくり交付金」制度を活
用する。

生活課 妥当
まちづくり交付金の活用については
有効である。

コミュニティ活動の活
性化

114
コミュニティまちづくり計画
策定の推進

コミュニティ単位でのまちづくり計画の
作成の推進

0 0
事業期間
の変更

毎年２地区ずつ計画を策定する予定
であったが、予定を前倒して、平成
21年度完了を目指す。

地域の人材育成のための講座「まるが
め塾」を生涯学習課との連携のもと実施
する。

生活課 妥当
早期に全ての地域で策定されるよう
に、進めるべきである。

定員管理の適正化と
人材育成

115 職員研修などの充実 職場研修、職場外研修 24,000 3,703 継続 職員課 妥当

電子自治体の推進 116 申請・届出手続の電子化
各種証明書申請・届出手続等の電子
化（住民票の写し、所得証明、課税証
明等）

18,000 6,906
コストの
削減

市民のニーズが低いため、事業の廃
止も視野に入れて、県及び関係市町
と協議する。

企画課 妥当
平成20年度までに、県及び関係市町
との協議が必要である。

電子自治体の推進 117 庁内ネットワークの整備 庁内情報化の推進、維持管理 420,000 232,160
コストの
削減

回線速度を利用割合に応じて下げる
ことで、回線費用の抑制を図る。

・パソコン、サーバーの老朽化
・庁内ヘルプデスクにおける専門職の確
保もしくは委託の検討が必要である。

企画課 妥当
あらゆる面からコスト削減に努める必
要がある。


